
洪援補第12号測の3　（二）中山川水系中山川　多段階洪水浸水想定検討委託業務

愛媛県西条市氷見甲他

　　本業務は、近年の洪水被害の激甚化・頻発化を踏まえ、土地の相対的な水害リスク情報による住民避難等
の支援強化を図るため、（二）中山川において、多段階洪水浸水想定区域図の作成を行うものである。

多段階洪水浸水想定区域図作成　　N=1河川

業務委託契約の成立の日から令和8年12月25日まで

別途入札通知書（指名通知）で通知する。

建設工事関連業務共同企業体

２者

区分 　本店又は支店・営業所等

所在地 　愛媛県内

業務の種類等 　四国内での洪水浸水想定区域図作成の業務実績を有すること。

出資比率等 　単体での実績又は出資比率30パーセント以上の共同企業体での実績

種類 管理技術者

資格等

・技術士（総合技術監理部門（河川、砂防及び海岸・海洋）又は建設部門（河川、砂防及び海岸・海洋））
・国土交通省登録技術者資格
　　施設分野（河川・ダム）　―　業務（計画・調査・設計）
・ＲＣＣＭ（河川、砂防及び海岸・海洋）※
・土木学会認定土木技術者（特別上級土木技術者、上級土木技術者又は１級土木技術者）※
　※国土交通省登録技術者資格となっている分野以外
・同等の能力と経験を有する者（学校卒業後に当該業務関係に従事した満年数）
　・大学卒業後23年以上
　・短大もしくは高等専門学校卒業後28年以上
　・高校卒業後33年以上

種類 照査技術者

資格等

・技術士（総合技術監理部門（河川、砂防及び海岸・海洋）又は建設部門（河川、砂防及び海岸・海洋））
・国土交通省登録技術者資格
　　施設分野（河川・ダム）　―　業務（計画・調査・設計）
・ＲＣＣＭ（河川、砂防及び海岸・海洋）※
・土木学会認定土木技術者（特別上級土木技術者、上級土木技術者又は１級土木技術者）※
　※国土交通省登録技術者資格となっている分野以外
・同等の能力と経験を有する者（学校卒業後に当該業務関係に従事した満年数）
　・大学卒業後23年以上
　・短大もしくは高等専門学校卒業後28年以上
　・高校卒業後33年以上

　構成員のうち、最大であること。

区分 　本店

所在地 　愛媛県内

業務の種類等
　愛媛県内での河川基本（予備・概略）設計または河川実施（詳細）設計（築堤・護岸）の業務実績を有する
こと。

出資比率等 　単体での実績

種類 －

資格等

－

種類 －

資格等

－

出資比率が、30パーセント以上であること。

業務実施時において、次に掲げる全ての体制がとれる者。

・業務内容全般において、代表者及び構成員が共同で業務を実施できる体制を確保する。
・再委託に付した場合は、代表者及び構成員が主体的な管理・監督を行う。

愛媛県東予地方局出納室

０８９７（５６）１３００

０８９７（５５）４７２５

tou-suito@pref.ehime.lg.jp

〒７９３－８５１６
愛媛県西条市喜多川７９６－１
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○公　告

　次のとおり入札参加者を公募する。

令和8年5月1日

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　                               　　　　　　　　　愛媛県東予地方局長　加藤　道和

建設工事関連業務共同企業体契約方式公募公告個別事項
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ＦＡＸ番号

電子メール

住所



愛媛県東予地方局建設部管理課

０８９７（５６）１３００

０８９７（５５）４６９３

tou-kanri@pref.ehime.lg.jp

〒７９３－８５１６
愛媛県西条市喜多川７９６－１

令和８年５月１日（金）から令和８年５月２２日（金）まで

令和８年５月１日（金）から令和８年５月１９日（火）までの受付時間中

令和８年５月７日（木）から令和８年５月１２日（火）までの受付時間中

令和８年５月１５日（金）から令和８年５月１９日（火）まで

令和８年５月２０日（水）から令和８年５月２２日（金）までの受付時間中

入札参加申請書提出期限の日の翌日から起算して30日（休日を含まない。）以内

非選定の通知の日の翌日から起算して７日（休日を含まない。）以内の受付時間中

説明要求期限の日の翌日から起算して10日（休日を含まない。）以内

入札参加申請書提出期限の日の翌日から起算して30日（休日を含まない。）以内

別途入札通知書（指名通知）で通知する。

別途入札通知書（指名通知）で通知する。

別途入札通知書（指名通知）で通知する。

別途入札通知書（指名通知）で通知する。

別途入札通知書（指名通知）で通知する。

　業務委託料の10分の３に相当する額以内の額とする。
なお、低入札価格調査に係る契約にあたっては、前金払は業務委託料の10分の２に相当する額以内の額とす
る。
　ただし、上記で算出した額に千円未満の端数があるときは、その端数を切捨てるものとする。

 無

その他

低入札価格調査資料の提出期限

前払金

入札参加者への指名通知日

設計書等の貸与期間

入札期間

開札日時

説明要求に対する回答期限

注１　入札参加希望者の要件について「－」が記入されている項目については、要件として設定しない項目である。
注２　上記の各期間について、「受付時間中」とは、休日（愛媛県の休日を定める条例（平成元年愛媛県条例第３号）第１条に規定する県の休日をいう。以下同じ。）を除く日の
午前８時30分から午後５時までのことをいう。

日程等

支払条件

ア　この公告の業務の入札は、電子入札システムによる。ただし、電子入札システムにより難い者は、当該業務を発注する部局又は地方機関の長の承
諾を得たときに限り紙入札方式によることができる。
イ　この公告の業務の入札においては、愛媛県業務委託低入札価格調査実施要綱を適用する。
ウ　本件は、電子契約の対象である。電子契約の希望の有無にかかわらず、応札時に、電子入札システムにおいて「電子契約同意書兼メールアドレス
確認書 」（以下「確認書」を提出すること。紙入札の場合は、落札者となった場合のみ、「設計書等の閲覧に供する場所」に記載のメールアドレス
に確認書を電子データで提出すること。なお、電子契約の選択の有無、確認書の提出漏れ及び確認書の記載誤りが落札決定に影響することはない。

質問に対する回答の公表期間

部分払

入札参加申請書の提出期間

非選定者への通知日

選定されなかった理由の説明要求期限

開札場所

設計書等
の閲覧に
供する場
所

入札説明書についての質問提出期間

入札説明書の掲載期間

仕様書等の閲覧期間

担当部局

電話番号

ＦＡＸ番号

電子メール

住所


